
介護保険サービス 利用相談窓口

＜高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）＞

センター名 電話番号 住所 担当地域

水元 03-3826-2419
葛飾区水元1-26-20
特別養護老人ホーム
水元ふれあいの家内

西水元、水元1丁目1～20・23～26、
水元2丁目、水元4丁目3～6、南水元1～2丁目

水元公園 03-6231-3567
葛飾区南水元4-27-13
藤屋ビル1階

水元公園2～8、東水元1丁目1～18、東水元2
丁目5～19・23～41、東水元3～6丁目、水元
1丁目21～22、水元3丁目、水元4丁目1～2・
7～26、水元5丁目、南水元3～4丁目

金町 03-3826-5031
葛飾区東金町1-36-1-108
UR都市機構金町駅前団地
1号棟内

東金町、水元公園1、新宿6丁目、東水元1丁目
19、東水元2丁目1～4・20～22

新宿 03-3826-8726
葛飾区新宿2-16-4
介護老人保健施設花の木内

金町浄水場、新宿1～2丁目、新宿3丁目1～28、
新宿4～5丁目、金町1丁目19～22、
金町2～6丁目

柴又 03-5876-9531 葛飾区柴又1-47-7-102
柴又、金町1丁目1～18・23、高砂6～8丁目、
新宿3丁目29～33

高砂 03-5889-8600 葛飾区高砂3-27-12 鎌倉、細田、高砂1～5丁目

亀有 03-6240-7630
葛飾区亀有4-31-18
ケイハイツⅠ105

亀有、西亀有1丁目21～33、西亀有2丁目53
～54、西亀有3丁目8～14・21～32・34～
43、西亀有4丁目

青戸 03-5629-5719
葛飾区青戸3-13-19
グループホーム青戸併設

青戸2丁目4～6・7(3～7)・8～22、青戸3丁
目1～17・19、青戸4～5丁目、青戸6丁目1(4
～13)・2～41、青戸7～8丁目、白鳥3丁目3
～12・17～23、白鳥4丁目

お花茶屋 03-6662-7907
葛飾区お花茶屋2-4-23
ｾﾝﾀｰﾌｨｰﾙﾄﾞﾋﾞﾙ101

お花茶屋、東堀切、白鳥1～2丁目、白鳥3丁目
1～2・13～16・24～32、西亀有1丁目1～
20、西亀有2丁目1～52・55～58、西亀有3
丁目1～7・15～20・33、堀切7～8丁目

堀切 03-3697-7815
葛飾区堀切2-66-17
介護老人保健施設
葛飾ﾛｲﾔﾙｹｱｾﾝﾀｰ内

小菅、宝町1丁目3～5、堀切1丁目2～42、
堀切2～6丁目

立石 03-6657-6140
葛飾区立石6-19-10
S・Kビル1階

立石、青戸1丁目、青戸2丁目1～3・7(1～2、
8～17)、青戸3丁目20～41、青戸6丁目1（1
～3、14～17)、宝町1丁目1～2・6～27、
宝町2丁目

東四つ木 03-5698-2204
葛飾区東四つ木2-27-1
特別養護老人ホーム
東四つ木ほほえみの里向かい

東四つ木、四つ木、東立石、堀切1丁目1

奥戸 03-5670-5212
葛飾区奥戸3-25-1
特別養護老人ホーム
奥戸くつろぎの郷内

奥戸、西新小岩3～5丁目、東新小岩1丁目14
(9～20)・15(8～20)・16～17・18(6～9を
除く）・19、東新小岩2丁目1～2、東新小岩3
丁目4(7～20)・５～16、東新小岩4～8丁目

新小岩 03-5879-9328
葛飾区新小岩1-49-10
第5デリカビル1階

新小岩、西新小岩1～2丁目、東新小岩1丁目1
～13・14(1～8、21～23)・15(1～7、21～
25)・18(6～9)、東新小岩2丁目3～28、東新
小岩3丁目1～3・4(1～6、21～22)

葛 飾 区
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高次脳機能障害者支援法
高次脳機能障害への理解を促進するとともに、高次脳機能障害者の自立及び社会参加のための生活全般に
わたる支援を、どの地域でも、あらゆる段階（医療・リハビリ⇒生活支援⇒社会参加支援）で、切れ目な
く受けられるようにするため、令和７年12月16日に議員立法による「高次脳機能障害者支援法」が成立
しました。この法律は、令和８年４月１日から施行予定です。

厚生労働省ホームページ 政策について「高次脳機能障害者支援法について」 参考

高次脳機能障害者支援法概要（令和7年法律第96号、令和7年12月24日交布）

(1) 自立と社会参加の機会が確保され、また、尊厳を保ちつつ他者と共生することが妨げられないこと。
(2) 社会的障壁の除去に資すること。
(3) 個々の事情に応じ、また、関係者の連携の下に、あらゆる段階で切れ目ない支援が行われること。
(4) 居住する地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられること。

基本理念

〇高次脳機能障害とは、疾病の発症又は事故による受傷による脳の器質的病変に起因すると認められる記憶
障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害、失語、失行、失認その他の認知機能の障害として政令で
定めるものをいい、その患者数は全国で約23万人と推計される。

〇高次脳機能障害は外形上判断しづらく、その特性の理解も進んでいない等の理由で、患者と家族は適切な
支援を受けることができず、日常生活や社会生活に困難を抱えているとの指摘がある。

〇このような現状を踏まえ、高次脳機能障害への理解を促進するとともに、高次脳機能障害者の自立及び
社会参加のための生活全般にわたる支援を、どの地域でも、あらゆる段階（医療・リハビリ⇒ 生活支援⇒
社会参加支援）で、切れ目なく受けられるようにするための立法措置を講ずる必要がある。

趣旨・目的

（1）高次脳機能障害者及び家族等への支援策
・ 地域での生活支援
・ 教育的支援
・ 就労の支援
・ 権利利益の擁護（差別、いじめ、虐待等の防止）
・ 司法手続における配慮（意思疎通手段確保への配慮）
・ 高次脳機能障害者の家族等への支援
・ 相談体制の整備
・ 情報の共有の促進
（2）その他の支援策
・ 国民に対する普及及び啓発
・ 医療業務従事者等への知識の普及及び啓発
・ 地方公共団体及び民間団体への支援
・ 専門人材の確保
・ 調査研究等

具体的施策

(1)高次脳機能障害者支援センターの設置
都道府県は、地域の高次脳機能障害者支援業務をセンターに行わせ、又は自ら行うことができる。

(2)専門的な医療機関の確保等
都道府県は、専門的な診断、治療、リハビリ等を行う医療機関の確保に努めるとともに、国及び 地方
公共団体は、医療機関間の相互協力の推進及び医療機関への情報提供等を行う。

(3)高次脳機能障害者支援地域協議会の設置
都道府県は、支援体制の整備を図るため、患者と家族、学識経験者、医療（リハビリを含む）・保健・
福祉・教育・労働等の関係機関や民間団体等から構成される地域協議会を置くよう努めなければならない。

地域支援体制

都道府県 高次脳機能障害者支援センター

地域の関係機関

一般の方・患者と家族・医療従事者

指定
業務支援

普及啓発・相談支援・研修

※ 令和８年４月１日から施行
※ 施行後３年を目途に見直しを検討

総合的・計画的な施策の策定・実施

〔PDCAサイクルの実現〕

実施した施策の公表

体系的・実効的な支援の実施の確保

＜国・地方公共団体＞

センター医療機関

教育機関

保健関係機関

患者と家族

福祉ｻｰﾋﾞｽ事業者
学識経験者

就労支援機関

地域実情に応じた支援体制の協議、
課題の共有、連携緊密化

地域協議会
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